





















(2)spoltlOn ｢略奪,横臥 公権力による違法な財産捌 又や.敵L];日二よる占領地での財 ○










ることoテ /アロ氏の代理として (pourle{二Omptede),同氏の被った資産損害313億米 ド
ルと142億Z (新ザ イール)-'をギニアに支払うこと｡主たる支払命令の15%の損害賠償
(dommages-intをrLltS)hとして,ギニアに47倍米ドルと21倍Zを支払うこと｡さらに,ギ










ギニア国綿のデ イアロ氏は,1964年に Rl)C (1960-1971年はコンゴ,1971-1997年はサ
イ-ル)に移住 し,74年に輸出入会社77リコム ･ザイール社 (AfrlCOm-Zaire.以 卜,Al
してザイール法 Lの新 しい有限責任会社の設_:/_に参加 したし､このアフT)コンテネール ･サ
し51, Z(ZRN)はコンゴ民主購 [個 の新サ イ･-ル通貨o同国ではヘルギー統治下でコンゴ ･
フラン (ベルギー 17ランと等価)が使用されており,独立後にサ f-ル (ZRZ●Zalre)
通貨が導入された (1F-1000ZRZ)｡1993年には新ザイールが導入され (1ZRN-300
万 ZRZ),さらに,1997年にサ イ-ル共和rjilからコンゴ民主共和凶へと改称された際に
コンゴ ･フラン (FC)が再導入されていノ乙し1FC-10万 ZRN),J従って,142倍Zは,
20081:-10月現在のレー ト (lドル-571FC)で約250米 ドルである｡､
(6)dommages-1nterets ｢描 封`書償o債務の小履行,不完全掩行または履行遅滞によって
債権者がこうむった損害の修復のために,債務者が支払わなければならない一定金額(氏
1145条以下)0 『失われた利益 d(1n7NumemWgenS,perteeprouvbe』と 『得べかlJL利益









同 法 (58-3) 424
イール社 (AfrlCOntalnerS-Zalre以下,A2粧)は,コンテナによる商品輸送に特化した会
社であり,その資本はザ イール人のザラ氏 (M.Zala)が40%,フランス人の ドヴァスト氏
(M.Dewast)が30%,Al杜が309:Oを保有したし80れ Al社員 (assocle)仙2人が A2杜
から撤退 し,A2社の社員持分 rpartsociale〕lO.は Al社60%とデイアロ氏40%に配分され
たLlこの時期,デイアロ氏は A2杜の役員となったL180年代末,Al,A2両社は取引相手




















(9) associe ｢営利社B]･会社 socleteの利臼｣-=旧 .前掲注 (2140頁C
(10)partsoclale ｢社員持分｡会社資本-〟)社員の出架と引き替えに認められる,会社運
営及びその利潤分配への参加の権 札 -会社の形態に応 じ,その具体的内容は多様であ
る｣O山口 ･前掲注 (2)416頁｡
(11日 unprocEsIVerbalderefoulement)･refou】elnent･｢(外凶からの移住希望者に対する 九
国境線の向こう側-の)押 し戻 Lo無矧 沢の滞留者に対する放逐 ･強制退去 expulsion 八




























(13) 送還調書 (unproles-verbalderefoulement)のこと (判決15項参月'J.)｡
(14) オルトナンス･ロワ83-033号 し1'ordonnance-lolnu83-033du12septembre1983)は
｢外国人の取締り｣(lapolL,edesetrangers)に関するものであり,第3章が ｢送還






















































利のみを対象とする行鋸 ま.株主に対する貴仔を一切吐ぜ しめないが [･･･]株主固有の権
利に対 して行われた場合は状況が異なる｣(バルセロナ事件 C.IJ.ReL･ueT11970.p.36,
有限会社では社員持分は自由に譲渡されず,当該会社の人的性質 (lecaractElreけTtultu
拘留 ･同外追放は,耐 上の運営 L経営 ･監視権を妨げ.会計の訴訟遂行と債楕回収を妨け
る (50-58項J｡

















用 (ことに約定)について用いられる｣‖山トト 前掲注 (21306頁 ,
u9)socltteanonyme ｢株式会社｡少なくとも社員 assocle7名によって構成され,社員
の責任はその出資分 apportsを限度として有限であり,社員の地位は流通性をもつ有価
証券 (株式 actions)によって表象される｣ー 山口 ･前掲注 (21559頁,ノ
C20)actif ｢(自然人または法人の)横柄材齢 貸方L 金銭評価の叶能な財と権利によって
構成される｣｡山口 ･前掲往(2)13頁｡
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この点で RDCは次のように主張 した､外如 勺保護制度では,自国民の権利侵害がなけ
れば,国家の権利侵害がないため,当該国の当事者適棺は認められない.｢代替による｣外
交的保護は判例 .実行で認められておらず,実売国際法を超えるO本件では ｢衝､r'-と善｣







能性を残 している,〕代替による外交的保護は,l珊 J決闘 麦の判例や実行で支持 されている｡ 凹





419 国際司法裁判所 アマ ドrz)･サデイオ･デイアロ剰 ′日 先決的抗弁判決 2007J'ti5124｢い
われるものであっても,柿+A_に対する責任を-一切生ぜ しめない｣(バルセロナ事件 CIJ.
Recuel1970.p36.par.46)｡ELSI刊 牛 (梓主本国の訴訟を認めた)は米伊友机 重商航海
条約に某つ く事例である｡今Rの同際法では,会杜と株主の権利保護や紛争脈決は.投資
紛争解決条約 (1965年･ワシントン条約)等の合意及び凶家と外剛 宣資家の間の契約によっ





































































417 Ixl際司法裁判所 アマ ト,I)･サデイオ･デイアロ事件 (貼大的抗弁判決 2007年 5月24口)
[表1]
＼ 先決的抗弁咽 元 首 ~丁 .~~百石
(之確と貝の権利 あり (15-0) 完了 'L
枚満 請求の 酬 官 ｢受理~叶敵性 少数古見
1.外交的保護と人権
本判決の中で最も注円されるのは,外如 iJ保護の刈象法益 (事項的適用範囲)に ｢人権｣
(droitsdel'homme)が含まれることをICJが明示したことである｡ICJは.ILC外交的










ウィーン領事関係条約36条 1Tfi欄小面会椎規lJiz)が ｢個人の権利 (indlVldualrlghtslを
C25)CR2006/51(R6publquedeGulnee,Mr.Wordswortl江 p｡26(par.4).
担6) なお,同事件lリ､前に,米州人権批判所の勧告的意見 (19991=･)は,領事関係条約上の
権利を ｢法の適了仁丁続｣に対する梼札 すなわち ｢人権｣と位置付ける見解を示してい
るoInter-AmericanCourtofTiumanRlghLs.AdvISOryOplnlOnOC-16/990fOctober1,
1999,…TheRlghttoInformatlOnOnConsularassIStanCelntheFrameworkofthe
九 GuaranteesoftheDuePr(-cessofLaw"･北利春三 ｢法の適止封 完の保障と領事面接権
の告知 (1999年10月1日米州人権裁判所勧告的意見)｣国際人権13号 (2002年)110-日2

















が要件となることを確認している -3㌧ 以 l･.のように,TCJ判例上,外交的保護請求は末だ
国籍リンクに依拠 したものと捉えられている
同様に,ILCの外交的保護条文草案では,同家LトL､的な外交的保護制度から,人権指向
い｡第1に,草案 1条(35)は.外交的保護の事TIEl的対象として ｢人権｣を明示 しなかったL36､

















(35)lLC草案1条 (外交的保護の定義と適用範掛 は次のように規定している訂外交的保 ○
護とは,外交的行動又はその他の平和的即決手段により,自国語を有するEl然人文は法
人に対して他lJの国際違法行為から牛じた損害について,国家が他国の国家責任を解除




415 国際司法裁判所 アマ ドゥ･サデイオ.デイアロLJtl牛(先決的抗弁判決 2007年5月24R)
(同条コメンタ.)-ではこれが示唆されている､3丁.1,第2に,条文草案3条は.外交的保














































































413 国際司法裁判所 アマ ドゥ･サデイオ･デイ7ロ事件 戊 .人的抗弁判決2007年5月24日)































































411 )xH祭司法奴判所 アマ トrいサデ イオ･デイアロ事件 (先決的抗弁判決 2007年5月24口)
事什判決では,株主本国の外交的保護請求が布認されたが,この判断はあくまでも二国間


















































































































































407 国際司法裁判所 アマドゥ･サデイオ･デイアロ事件 (先決的抗弁判決2007年5月24E])
しているにも関わらず.本案判決に至るにはさらに時間を要する(74-｡その理由は定かでは
なく,ギニアの申述書の提出期限が一･度延期されているのを除けば,訴訟遅延を引き起こ
す要因は特に見当たらない｡むしろ,訴訟手続が全体として遅々としているのが悦因であ
ろう｡なお,類似の先例であるバルセロナ事件でも.提訴 (1958年)から第2段階判決
(1970年)までに10年以上の年月を要した′同事件における訴訟遅延の主因は.両当事国
が書面提出を繰り返し延期 した点にあり,同事件でICJは次のように両国を戒めている｡
｢本件手続が異常に長期に渡っていることに言及すへきあるが,これは,両当事国が書面
手続の提出のために求めた期限が極めて長かったことと,当該期日の延長を繰り返し要求
したことに起因しているol･]国際正義の権威を保持し,それが適正に働くために,事件
は不当な遅延なしに解決されなければならないr75-｣｡本件 (デイアロ事件)においても,
裁判所の適正な訴訟指揮が発揮されることが期待される｡
ノ＼
(74)2007年6Fl27口の裁判所命令により,RDCの答弁書の提出期限が2008咋3月27日に設
定されているL10rdonnancedelaCUdu27juin2007,CIJCommunlquedepress
2007/18.さらに.2008年5月5日の裁判所命令により,ギニアの抗弁書 (replque)提
出期限が2008年11月19口に,RDCの再抗弁斉の提出期限が2009年6月5日に.それぞれ
設定されている｡OrdonnancedelaCIJdu5nla12008.CIJComunlquedepress2008/9.
(75)CIJ.Recuel1970-pp,30-31,para.27.
20
